「障害者雇用の各国の取り組みについて」
福岡市手をつなぐ育成会　理事長　　花田敏秀
政府の発表によれば2020年6月1日現在、我が国の障害者雇用は雇用者数57.8万人、その内訳は（身体障害者35.6万人、知的障害者13.4万人、精神障害者8.8万人）となっています。また実雇用率2.15％、法定雇用率達成企業割合は48.6%となっており、雇用者数は17年連続で過去最高を更新、障害者雇用は着実に進展しているとされています。さらに障害種別ごとの年齢別労働者の割合は身体障害者が55歳以上の割合が高いのに対して知的・精神は若年層が増加傾向にあります。
我が国の障害者雇用制度（雇用率制度）は1960年に始まり、障害者雇用の根幹をなし今日まで発展してきました。今号は今後大きな影響を受けると思われるアメリカの施策とこれまで最も大なき影響を受けてきたドイツのそれとを紹介して、紙幅の許す限り障害者雇用施策について考えてみたいと思います。
アメリカの障害者雇用を考えるうえで最も重要と思われる法律は何といってもADA法（障害を持つアメリカ人法）です。同法は1991年に施行されました。合理的配慮の考え方等は我が国の差別解消法（2013年）の制定に大きな影響を与えました。
アメリカには我が国のような雇用率制度はなく、雇用機会の平等を図るもその結果については政府は関与しないという考えで、割り当て雇用はむしろ障害者差別を助長すると考えられています。事実、障害者雇用数はADA法の制定前後で大きな変化はないと報告されています。しかし、ドイツのような保護雇用制度はないのですが、最低賃金の適用除外による雇用や行政機関に障害者団体からの物品の購入を義務付ける制度はあります。我が国の優先調達推進法はこれを模したものと言えます。我が国に比してその額はけた違いに大きく、国家施策として行われているのがわかります。筆者はワシントンDCで行われたワーカビリティインターナショナルの会議に参加しましてアメリカのネイビー（海軍）の基地を視察しましたがNISH（アメリカの全国規模の障害者団体）から派遣されているダウン症の人たちが給食や清掃の仕事をしている姿を拝見しました。国防省がこうした団体に軍需物資を含めて多額の仕事を発注しています。雇用率制度はないのですが仕事の発注は盛んにおこなわれています。保護するのではなく仕事の発注を優先的にする。労働市場はできるだけ自由であるべきだとする考え方です。
ドイツは先にも述べましたように、我が国が範とした雇用率制度を基本としています。
したがって我が国と類似の部分は省略して違う部分を主として述べます。ドイツの制度は1920年に制定された「重度負傷者の雇用に関する法律」をその始まりとしています。主として傷痍軍人や労災者が対象でした。この障害者福祉の発展の経緯は世界各国共通です。その後民間部門で働く労働者を雇う使用者に２％の雇用義務を課し同時にこれを下回る企業に納付金が課されました。今日雇用率は5%にUPしています。ただ、障害者の範囲が我が国より広く、（全人口の10％程度、我が国は７％程度）一概に比較はできません。また、障害者の作業所に仕事を委託した事業者は請求金額の50％を納付金から減額する制度があります。これは我が国にない制度です。またドイツの場合我が国に比して労働能力の審査が厳密に行われている点。また稼得能力が年金とリンクしている点が大きく違っています。前号の年金制度のところで述べましたが所得保障という観点からすれば20歳前からの障害のある人の年金は稼働能力とリンクする方法が合理的だと考えられます。また保護雇用制度（障害のために、通常の一般雇用の条件のもとでは雇用されない人々のために、特別な条件のもとで提供される雇用形態）が確立しているのもその特徴と言えます。結果にもコミットするという考え方だとも言えます。
　障害者雇用はそれぞれの国での歴史や背景があり一概にどれが良いとは言えないのですが、機会の平等を追求していくことが差別をなくしていくとする考え方と結果の平等も加味しなければ差別はなくならないとする考え方があることは理解しておかなければなりません。筆者はそれぞれの良いところをとる、ハイブリットな仕組みが一番良いと思うのですが制度設計の基本的な考え方のすりあわせが難しいところです。
　海外の取り組みを参考にしながら、障がいのある方がそれぞれの能力を発揮し
て自己実現ができる、そんな社会を目指して、障害者雇用の取り組みが進んでいくことが望まれます。　　　※制度のことを話題にしましたので障害という表記を使いました。

　
